
春を彩る大通り公園の桜並木（中区）

　横浜市議会第１回定例会が ２月16日から ３月26日まで行われ、市長提出の2010年度一般会計ほか予算関連
議案すべてが自民、民主、公明などの賛成多数で可決されました。中小企業振興条例の自公民案や、新教育
委員などの人事案件、核廃絶取り組み強化を国に求める意見書などは、全会一致で採決されました。
　日本共産党横浜市会議員団は、市民の暮らし第一に住民目線で議案を審査し、質問・討論を行い、一般会
計予算案など20件に反対しました。
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かえよう
　 すみよい

よこはまへ

１面：大型開発やめ、くらし・福
祉・教育優先に

２・３面：予算議会の論戦から
４面：横浜市が平和市長会議加盟

に・田村市教育長が辞任・
市が補助金交付の事業は市
内事業者発注に・横浜市中
小企業振興基本条例が制定

　林文子市長が編成した初めての
予算の一般会計は、１兆3,604億
円（前年度比0.8％減）で、特別
会計と企業会計を合わせた総額は
３兆998億円（同4.9％減）（純計
２兆3,516億円、同１％減）です。
市税収入は6,870億円と、前年度
比で5.3％の減収となっています。

子育て支援など一定評価
　市民生活の大変さが増すばかり
の中で、いま市政に求められてい
るのは、市民のくらし、福祉、雇
用を支援することです。
　林文子市長は、市税収入の大幅
な落ち込みに対して、市債発行の
増額や財政調整基金の活用という
緊急避難的に対応。選挙公約でも
あった保育所待機児童解消に向け
て定員増1367人増など、子育て支
援を充実。消防署員の特殊勤務手
当ての復活や、長期休暇代替職員
を増やすなど職員を大切にする施
策を盛り込みました。

相変わらずの大型事業優先
　日本共産党は予算議会で、これ
らについて評価しつつも、予算全
体としては「林市長を誕生させた
市民の要求に応えたものにはなり
きれていない」と批判し、一般会

計ほか16件の会計予算に反対しま
した。
　主な反対理由は、次のとおりで
す。
１．横浜駅周辺大改造計画や横浜

港の国際ハブ港建設等の不要不
急の大型公共事業に、ほぼ前年
並みの152億円もの巨費を投入。

２．かながわ産業廃棄物処理事業
団の破綻で11億円余の新たな市
負担や、土地開発公社所有のみ
なとみらい21の土地を60億円で
購入するなど、事業破綻のつけ
を市民負担に転嫁。

３．特別養護老人ホーム入所待ち

4641人（2009年10月時点）に見
合わない少ない床数の増設や、
国民健康保険料の値上げ、敬老
パス値上げ検討など、市民要望
の強い福祉や医療の充実に応え
ていない。

４．市で働く委託・臨時職員や、
市の委託業務や指定管理施設で
働く労働者の官製ワーキングプ
ア解消策がなく、市独自の雇用
創出策もない。

５．新たな教育改革メニューを押
し付け、多忙を極める正規教員
を増員せず、中学校給食や30人
以下学級に背を向けている。

大型公共事業やめ、くらし・福祉・教育優先に

横浜港大さん橋
　横浜港大さん橋国際客船ターミ
ナルと大型客船「ぱしふぃっくび
いなす」。1894年に鉄桟橋（現大
さん橋）が竣工され、メリケン波
止場と呼ばれました。現在のター
ミナルは2002年に完成。２階の
大空間で「くじらのおなかコン
サート」が開催され、天然芝とウッ
ドデッキ仕上げの屋上フロア「く
じらのせなか」からはＭＭ21、
山下公園、ベイブリッジを始め、
お天気次第で富士山も望めます。
アクセス：みなとみらい線「日本
大通り駅」徒歩約７分、横浜市営
地下鉄/JR「関内駅」下車徒歩約
15分。
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　横浜市は、国民健康保険の資格証
明書が交付されている高校生世代に
ついて、国に先駆け、今年４月から
短期証明書を交付します。横浜市の

「無保険」の高校生世代950人(昨年
９月)のうち、すでに短期証が発行
されている新１年生をのぞく新２・
３年生約600人が対象です。
　高い国保料による滞納で保険証が

取り上げられ、実質的に子どもが「無
保険」状態になっている問題で、昨
年４月から中学生以下には短期保険
証が交付されています。しかし、15
歳から18歳の高校生世代は対象外の
ため、厚生労働省は今国会で法改正
し、７月から対象とする予定です。
　日本共産党横浜市会議員団は２
月、「無保険は子どもの責任ではな

い」として、２月から高校生世代に
保険証の交付を始めた大和市にな
らって、横浜市でも法改正を待たず
に早期に「無保険の解消」をするよ
う申し入れました。
　また、予算議会でも「保険証なし
では医療にかかれなくなる」と強く
要求。林市長は

「早く実施でき
るよう準備を進
めていきたい」
と回答していま
した。

高校生まで無保険解消！
日本共産党横浜市会議員議団が要求

日本共産党は予算案の問題点を指摘し、反対
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　大貫憲夫議員は予算代表質問
で、敬老特別乗車証（敬老パス）
について市長の見解をただしまし
た。
　市は、敬老パスを、高齢者の社
会参加を促し、健康年齢を維持す

　河治民夫議員は、予算特別委員
会まちづくり調整局の審査で、住
宅リフォーム支援事業について、
地元業者を応援する立場から質問
しました。
　市民が住宅リフォームなどで地
元業者を使用した場合、その経費
の一部を自治体が負担する住宅リ

　関美恵子議員は予算特別委員会
総合審査で、小学校教員の過大な
時間外勤務問題を取り上げまし
た。
　教員が健康でなければいい教育
はできないことは自明のことで
す。文部科学省は昨年12月、教員
の健康が蝕まれ、全国の病気休職
者が2008年度は8578人と最高に
なったと公表しました。関議員は、
市内のある小学校の学級担任Ａ先
生の２日間のスケジュール（右
表）を例にあげ、この２日間とも
時間外勤務が５時間以上になって
おり、他の８人の先生も職員室で
仕事をしていたことを紹介し、「こ
のような時間外勤務が当たり前の

るためのものと位置づける一方
で、厳しい財政状況下に加え、増
加する要介護高齢者施策の財源確
保を理由に、敬老パスの利用料等
の見直しが必要だとしています。
　大貫議員は、元気な老後をサ

ポートする上で、敬老パスと要
介護高齢者施策は車の両輪だと
主張。敬老パスの市費負担額が
他都市と比べて高くないことを
示し、横浜環状道路など大型公
共事業の凍結・中止を含めて、
敬老パスのあり方を考えるべき
だと述べました。
　また、市議会健康福祉・病院
経営委員会が２月３日、市提案

フォーム助成制度が注目され、住
民も業者も喜び、地域へ経済効果
も大きいといわれています。秋田
県では３月から「住宅リフォーム
緊急支援事業」が実施され、業界
団体は「10倍以上の経済波及効果
がある」と評価し、知事も「直接
補助は住宅リフォーム促進に有
効」と述べています。
　一方横浜市では、財団法人横浜
市建築助成公社が住宅融資事業を
終了したことの代替として、2006
年度から住宅の防災化やバリアフ
リー化の工事資金の利子補給をし
てきましたが、2008年度で新規募

職場環境はまさに異常だ」と指摘
しました。
　関議員は、肝心の子どもたちと
向き合う時間や授業準備の時間が
ないがとれなくなっていることか
ら、教員を増やすべきではないか
と質問しました。
　田村幸久教育長は、教員の平均
残業時間が月34時間で、40年前の
約４倍という文部科学省の調査結
果から、仕事が多すぎることは認
めましたが、パソコンや電算化シ
ステムの導入で環境整備に努める
が、教員増は「むずかしい」と答
えました。
　また、関議員は教育委員会が横
浜版学習指導要領などの「改革」

のスケジュール案について、余り
にも性急すぎるなどとして、全会
一致で撤回要求したことにふれ、
市議会の意思を無視して予定通り
敬老パスの見直しをあくまで強行
する考えなのか、林文子市長の見
解を問いました。
　林市長は、大型公共事業を「将
来の横浜を元気にするための投
資」だとして、厳しい財政状況で
も継続して取り組んでいると答
弁。敬老パス利用料の負担増等に
ついては、「厳しい財政状況にあ
り、議会と相談しながら、2011年
10月の実施に向けて取り組んでい
きたい」と述べました。

集を終了しており、リフォーム支
援策はありません。
　河治議員は、「不況の中、職人
の仕事が少なく、行政自身が市内
業者への仕事起こしを真剣に追求
していくべきだ」として、融資に
対する利子補給にとどめず、工事
に対する一定の補助などが必要だ
と要求。廃止された住宅リフォー
ム等支援事業に替わる各種補助事
業について、市内業者の仕事起こ
しにつながるような仕組みを考え
ていくべきと述べました。
　まちづくり調整局長は、さまざ
まな補助事業を市民に積極的に利

メニューを次から次
へと教育現場に押し
付け、教え方ややり
方まで踏み込んでい
るのはやりすぎであ
り、学力向上対策は
現場にまかせて、教
育委員会は先生を増
やし、30人以下学級
を実現すべきだと主
張しました。
　今田教育委員長
は、方面別の教育事
務所を設け、公教育
の質の向上に努めた
いとの答弁にとどま
りました。

待機児童解消は保育所増設で
　政府は保育所の待機児童解消に
向けて、園児一人当たりの床面積
の緩和や定員の上限撤廃などの規
制緩和を打ち出しています。
　大貫議員は、長引く不況のもと
で、貧困と格差を生み出している
厳しい雇用環境が多くの子育て世
代の「子育て力」を低下させてお
り、こういうときだからこそ「行
政の責任で質の高い保育サービス
を提供する」という市長の選挙公
約を堅持すべきとして、保育所を
増設するとともに、正規保育士を
増やすべきと要求しました。

用してもらうことが重要で、業者
選定に条件付けを行う必要はない
と答弁しました。
　さらに河治議員は、「リフォー
ムなどの仕事は大手業者よりも地
元の業者に頼みたい」という業界
のアンケートに寄せられた住民の
声を紹介し、市内業者が実施する
場合は補助率を上げるなどで街も
活性化につながる仕組みが大切だ
と主張しました。
　小松崎副市長は、各種補助事業
の改善策は検討するが、市内業者
にインセンティブを与えることは
考えていないと答えました。

予算議会の論戦より ２月16日から３月26日まで行われた予算議会における日本共産党議員の発言とその答弁の一部をご報告します。

敬老パス負担増を考える連絡会の呼びかけで
行われたデモ行進（３月５日、横浜市役所周辺）

大貫憲夫議員

河治民夫議員

関美恵子議員

敬老パス利用者負担増やめよ
保育所と正規保育士を増やせ

地元業者への仕事起こしにつながる
住宅リフォーム支援事業を

忙しすぎる学校の先生、
先生を増やして30人以下学級の実現を

Ａ先生の勤務時間
3月12日（金） 3月15日（月）

7 出勤 出勤
宿題丸付け、パソコン0 宿題丸付け、パソコン

8 打ち合わせ 打ち合わせ

１・２時間目 １・２時間目9

10 プリント印刷 プリント印刷

３・４時間目 ３・４時間目11

12
給食・清掃指導 給食・清掃指導

13
５・６時間目

５時間目
14 下校指導
15 プリント丸付け下校指導
16 学年研 運営委員会

17 プリント丸付け

あゆみ作成
18

あゆみ作成19

20

21 退出 退出
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　中島文雄議員は予算関連質問
で、特別養護老人ホームの問題を
取り上げ、整備計画について質し
ました。
　市は特別養護老人ホームの待機
者を昨年10月現在で3487人として

　白井正子議員は、予算特別委員
会水道局の審査で、水道料金滞納
世帯における給水停止について、
質問しました。
　水道料金未納で、電話や訪問な
どの催促にも応じない場合、懲罰
として給水がとめられます。この
停水件数が2007年度は２万5772
件、2008年度は２万7587件と約
1800件増えていますが、2008年度
から料金整理業務を民間委託した
旭・瀬谷と磯子・金沢の地域では
委託後停水件数が前年に比べて
1.5〜２倍に増えています。
　白井議員は、「支払いが困難と
認められる十分な理由のある時
は、停水を保留することができる」

いますが、これは2006年度から基
準を変更した結果、要介護度３以
上で、自宅での待機者に限った数
です。中島議員は、実際には介護
老人保健施設などで待機している
人も多いため、実態に即した待機

という事業者用の業務マニュアル
に従えば、未納が増えたとしても
停水件数が倍増するということは
ないはずと指摘。市と事業者が未
納料金の徴収目標を定め、それを
上回った場合には報奨金、下回っ
た場合は違約金という取り決めの
ため、当然事業者は収納率アップ
に走ります。白井議員は、「生活
困窮世帯に対して滞納の懲罰とし
て停水を行うのは一歩間違えれば
命に関わる問題」であり、報奨金
や違約金で縛る料金整理業務の民
間委託は行うべきではないとし
て、局長の認識を問いました。
  水道局長は、料金徴収業務を公
平に執行する必要があり、停水執

者数を算定し、整備計画を策定す
べきだと要求しました。さらに、
これまで毎年900床整備しながら
待機者は減少していないにもかか
わらず、2011年度から整備数を年
300床に減らす計画は、実態を無
視したものだと批判。「次期５か
年計画では、今まで通り年900床
を整備すべき」と要求しました。
　林市長は、「多くの方が入所の
申し込みをされていることは承知
している」としながらも、特養ホー
ムの整備目標の見直しには応じま
せんでした。

国保証は「命綱」
　横浜市は、国民健康保険料滞納

行に至るまで、一定
の訪問を要求し、最
終的には水道局職
員が確認して停水
執行するという段
取りを決め、停水後
も個々の状況に応
じて支払い相談を
受けることを委託
業者も水道局員も
心に留めながら仕
事をしている。その
上で、目標を設定
して着実な業務を
行っていくために、
今のやり方を採用している。あえ
て無理な給水停止処分や過酷な料

世帯に対して資格証明書を３万
6680世帯（昨年10月１日現在）に
交付しています。
　中島議員は、国民健康保険は市
民の「命綱」であるとして、資格
証明書を極力発行しないように求
めるとともに、一般会計から国保
会計への繰り入れを増やして、保
険料の負担を軽減するべきだと主
張しました。
　林市長は、「保険料負担の公平
性を確保する観点から資格証明書
を発行している」と改善の姿勢を
示さず、前年度を５億円上回る約
92億円を保険料の負担緩和にあて
ていると答えました。

金取立てを事業者に強いるという
ことはないと答えました。

特別養護老人ホームの待機者数（人）

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

中島文雄議員

白井正子議員

特養ホーム整備急げ／国保証の取り上げやめよ

民間委託で倍増した
水道料金未納による停水執行件数
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未納仮停水執行件数

日本共産党は海外視察に反対
　横浜市会の自民党と民主党が海外視察に出かけま
す。目的は「今後の横浜市政の発展に寄与するため、
欧州の各都市を訪問し、経済、環境、福祉、教育お
よび文化振興等の各施策の取り組み状況について視
察を実施する」としています。視察先は、アムステ
ルダムやヴィリニュスなどの観光地です。
　本会議では、日本共産党と神奈川ネットが反対し
ましたが、賛成多数で承認されました。
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場所 期間 派遣議員

アムステルフェーン市
アムステルダム市
（オランダ）
ジェナップ村
ブリュッセル市
（ベルギー）

ヴィリニュス市
（リトアニア）
リガ市
（ラトビア）

2010.
4.5〜
4.13

川口正寿、田野井
一雄、福田進、吉
原訓（以上自民）、
川辺芳男、森敏明
（以上民主）

―
2010.
4.7〜
4.13

飯田助尚、井上大
右、谷地伸次
（以上民主）

自民・民主が海外視察に

みなさんとご一緒にがんばります
中
区
ス
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ー
ツ
・
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化
部
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区
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区

無料法律相談
（弁護士が対応します）

市政、法律、交通事故、年金、金融、土地、住宅、教育、その他
●と　き　毎週水曜日午後１〜３時
●ところ　横浜市役所内　日本共産党議員控室
●連絡先　℡６７１－３０３２　　
◎相談は同一案件につき３回までです。

☆要予約☆なお、８月はお休みです。
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　横浜市は３月24日、平和市長会
議に参加を申請しました。昨年12
月に行われた政令指定都市会議の
会場で、広島市から同会議への参
加要請があり、それに応えたもの
です。
　平和市長会議は、原子爆弾によ
る悲劇が二度と繰り返されること
のないよう、核兵器廃絶への道を
切り拓こうと、1982年に広島市長
の呼びかけで設立されました。会
長都市は広島市、副会長都市は長
崎市で、現在（2010年3月）加盟
都市は135ヶ国・地域、3,680都市

（日本国内612市区町村）となって
います。
　また、同会長・副会長名で横浜
市議会議長あてに「核兵器の廃絶
と恒久平和実現に関する意見書の
決議について」のお願いが届き、
横浜市議会は３月26日、全会一致
で「核兵器の廃絶に向けた取り組
みの強化を求める意見書」を採択
しました。
　これまで本市では、平和市長会
議の話題すらなく、特に中田前市
長は外交・安保、平和問題は国政
の問題として、おざなりの対応に
終始していました。今回の変化の
背景には、「核兵器のない世界を」
という昨年４月のオバマ米大統領
の演説や、市長が代わったことが

　横浜市教育委員会の田村幸久教
育長（61）は、３月９日の教育委
員会臨時会で辞職を申し出て、教
育委員の全員一致で認められ、任
期を１年残して３月末で退任しま
した。
　４年の任期途中で教育長が辞任
するのは、伯井氏、押尾氏に続い
て３人目です。
　新聞報道等によれば、「一身上
の都合」を理由に、教育委員の辞
任願いを林市長に提出し、同意を
受けていたとのことです。
　市教育委員会は昨年８月、教科
書取扱審議会の答申を無視して、

「新しい歴史教科書をつくる会」
編集の自由社版の中学校歴史教科
書を市内18区中８区で採択。また、
教科書採択地区を区ごとから全市
一括採択に変更することを県教育
委員会に要請し、認められていま
す。
　広範な個人・団体で構成する横
浜教科書採択連絡会は９月から採
択のやり直しと教育長・教育委員

あると思われます。
　「非核の政府を求める神奈川の
会」が昨年10月に発行した「かな
がわ非核平和都市宣言集」によれ
ば、県内で市として平和宣言して
いないのは横浜市と南足柄市だ
け。宣言市では、平和コンサート

（川崎）、平和のつどい（横須賀）、
平和映画上映会（大和）、親子ひ
ろしま訪問事業（秦野）等さまざ
まな平和推進事業を行っていま
す。一方、横浜市ではピースメッ
センジャー都市国際協会の活動へ
の参画と国際平和啓発事業の実施
のみです。
　日本共産党は、横浜市として非
核平和都市宣言を行うよう、長年
要望してきました。

の辞任を求める署名を集め、12月
に１万5808人分を市に提出。この
辞任要求に対して、田村氏は「即
刻辞任せよとの話がでているが、
そんな気は毛頭ない」と居直って
いました（昨年11月常任委員会で
発言）。
　後任の教育委員には市民活力推
進局局長の山田巧氏が、３月26日
の議会で同意されました。

横浜市が平和市長会議加盟に
横浜市は平和宣言で平和施策の推進を

田村市教育長が辞任

市が補助金交付の事業は市内業者発注に
　横浜市は「横浜市補助金等の交
付に関する規則」を一部改正し、
市の補助金を活用して行う100万
円以上の事業などは、市内事業者
に発注することを原則としまし
た。これは、厳しい状況下にある
市内経済・事業者の下支えに役立
てることを目的としています。市
によると、全国の都道府県、政令
指定都市では初めてです。
　具体的には、障害者施設や特別

養護老人ホーム、保育所の工事や、
イベントなどが想定されるという
ことです。ひとつの発注が100万
円以上であれば、市の補助割合は
問われません。
　従来、100万円以上の補助事業
では市内、市外を問わず入札を行
うことが出来ましたが、改正に
よって、入札は市内業者に限られ、
または２人以上の市内業者から見
積もりをとることになります。た
だし、特殊な工事や医療器具など
の特殊な設備の購入など事業の内
容や性格によっては、各補助金の
要綱で準市内業者や市外業者に発
注します。
　日本共産党市議団は、市内の中
小業者の育成と市内経済の循環促
進のために、公共的事業を市内業
者に発注するよう、求めてきまし
た。

自由社版歴史
教科書採択の

　自民党、民主党、公明党は３月
15日、横浜市会臨時本会議で「横
浜市中小企業振興基本条例」を共
同提案し、同26日全会一致で採択
されました。
　提案理由は、中小企業の振興に
ついて横浜市の責務、市内中小企
業者の努力、大企業者等の役割等
を明らかにするとともに、市の施
策の基本となる事項等を定めて中
小企業の振興に関する施策を総合
的に推進し、市内経済の発展と市
民生活の向上に寄与するためとし
ています。
　日本共産党の大貫憲夫議員は議
会で質問に立ち、「本条例はわが
党がかねてより歴代市長に制定を
求めてきたものであり、他の会派
もようやくその必要性を認めたと
いうことで、大いに歓迎する」と
述べました。
　また、自公政権が進めてきた弱
肉強食の選択と集中による構造改
革路線、本市の大企業依存型経済
と中小企業施策の貧困などが業者
を厳しい状況に追い込んだと従来
の市政を批判しました。
　その上で、中小企業が経済の主

役でありその振興が本市の発展に
欠かせないこと、中小企業振興を
市の重要な課題と位置づけるこ
と、中小企業の実態調査を行うこ
と、大企業の役割に中小企業振興
への協力を盛り込むこと、行政区
毎に政策を策定し、支援体制をお
くこと、中小企業振興審議会の設
置などを、条例に加えるべきでは
ないかと質問しました。
　提案者を代表して答弁にたった
鈴木太郎議員（自民）は、「まさ
に指摘どおり」としながらも、す
でに条例に盛り込まれていること
も多く、第８条で毎年中小企業の
振興施策の実施状況を市会に報告
することを規定しており、その報
告を受けての議論を通じて実現し
ていくなどと答えました。

横浜市中小企業振興基本条例が制定

実態調査や区毎の政策などを提案

豆知識　
教育長と教育委員長とは？

教育委員：市長が議会の同意を
得て教育委員を任命。教育委員
会を開催。
教育委員長：教育委員会が委員
のうちから教育委員長を選挙で
選ぶ
教育長：教育委員会が委員長以
外の教育委員の内から教育長を
任命。

（実際の業務を行うのは、正確
には教育委員会事務局）

近隣の小学生が植えたチューリップが
きれいに咲きました。横浜公園（中区）

横浜戦災遺族会が恒久平和実現の為の
一里塚として建立した平和祈念碑。中
区大通公園（地下鉄阪東橋下車１分）

ホームページをご覧ください　「横浜市議団」で検索を！
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